
大阪府学校医等の公務災害補償に関する条例の改正（概要）

教育委員会事務局教職員室教職員人事課
■改正の理由

　　・国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律（平成24年法律第２号。平成24年２月29日公布、同年３月１日施行）により設けられていた医療職俸給表の特例が平成26年３月31日をもって終了すること、及び薬剤師の養成課程が６年制に移行したことを受けて、人事院規則９－８（初任給、昇格、昇給等の基準）の改定が行われたことに伴い、公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償の基準を定める政令の一部を改正する政令（平成26年政令第93号。平成26年３月28日公布、同年４月１日施行）により学校医等に係る補償基礎額が引き上げられたため、当該補償基礎額に関し、所要の改正を行う。
・公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償については、公立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する法律（昭和32年法律第143号）第４条第１項の規定に基づき、公務災害補償の範囲、金額及び支給方法その他補償に関し必要な事項は、政令で定める基準に従い、地方公共団体の条例で定めることとされている。
■改正の内容
　・学校医等の公務災害補償の基礎となる補償基礎額を改定する。（別表関係）
■施行期日
　　・公布の日
■適用区分

・　平成26年４月１日から適用する。
・　平成26年４月１日前に支給すべき事由が生じた公務災害補償の補償基礎額については、従前の例による。ただし、傷病補償年金、障害補償年金及び遺族補償年金であって同日以降の期間について支給すべきものにあっては、新条例の規定によるものとする。
■政策アセスメント・制度間調整

　・財政課と本件改正について調整済み
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